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○屋外広告物法（抄） 

昭和24年6月3日法律第189号 

最終改正：令和4年6月17日法律第68号 

 第一章 総則（第一条・第二条）        （令和4年6月17日法律第68号は令和7年6月1日施行） 

 第二章 広告物等の制限（第三条―第六条）  

 第三章 監督（第七条・第八条）  

 第四章 屋外広告業  

  第一節 屋外広告業の登録等（第九条―第十一条）  

  第二節 登録試験機関（第十二条―第二十五条）  

 第五章 雑則（第二十六条―第二十九条）  

 第六章 罰則（第三十条―第三十四条）  

 附則  

 

   第一章 総則  

（目的） 

第一条 この法律は、良好な景観を形成し、若しくは風致を維持し、又は公衆に対する危害を防止するた

めに、屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出する物件の設置並びにこれらの維持並びに屋外広告業に

ついて、必要な規制の基準を定めることを目的とする。  

 

（定義） 

第二条 この法律において「屋外広告物」とは、常時又は一定の期間継続して屋外で公衆に表示されるも

のであつて、看板、立看板、はり紙及びはり札並びに広告塔、広告板、建物その他の工作物等に掲出さ

れ、又は表示されたもの並びにこれらに類するものをいう。  

２ この法律において「屋外広告業」とは、屋外広告物（以下「広告物」という。）の表示又は広告物を

掲出する物件（以下「掲出物件」という。）の設置を行う営業をいう。  

 

   第二章 広告物等の制限  

（広告物の表示等の禁止）  

第三条 都道府県は、条例で定めるところにより、良好な景観又は風致を維持するために必要があると認

めるときは、次に掲げる地域又は場所について、広告物の表示又は掲出物件の設置を禁止することがで

きる。  

一 都市計画法 （昭和四十三年法律第百号）第二章 の規定により定められた第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、田園住居地域、

景観地区、風致地区又は伝統的建造物群保存地区  

二 文化財保護法 （昭和二十五年法律第二百十四号）第二十七条 又は第七十八条第一項 の規定によ

り指定された建造物の周囲で、当該都道府県が定める範囲内にある地域、同法第百九条第一項 若し

くは第二項 又は第百十条第一項 の規定により指定され、又は仮指定された地域及び同法第百四十三

条第二項 に規定する条例の規定により市町村が定める地域  

三 森林法 （昭和二十六年法律第二百四十九号）第二十五条第一項第十一号 に掲げる目的を達成する

ため保安林として指定された森林のある地域  

四 道路、鉄道、軌道、索道又はこれらに接続する地域で、良好な景観又は風致を維持するために必要

があるものとして当該都道府県が指定するもの  

五 公園、緑地、古墳又は墓地  

六 前各号に掲げるもののほか、当該都道府県が特に指定する地域又は場所  

２ 都道府県は、条例で定めるところにより、良好な景観又は風致を維持するために必要があると認める

ときは、次に掲げる物件に広告物を表示し、又は掲出物件を設置することを禁止することができる。  

一 橋りよう  

二 街路樹及び路傍樹  

三 銅像及び記念碑  
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四 景観法 （平成十六年法律第百十号）第十九条第一項 の規定により指定された景観重要建造物及び

同法第二十八条第一項 の規定により指定された景観重要樹木  

五 前各号に掲げるもののほか、当該都道府県が特に指定する物件  

３ 都道府県は、条例で定めるところにより、公衆に対する危害を防止するために必要があると認めると

きは、広告物の表示又は掲出物件の設置を禁止することができる。  

 

（広告物の表示等の制限）  

第四条 都道府県は、条例で定めるところにより、良好な景観を形成し、若しくは風致を維持し、又は公

衆に対する危害を防止するために必要があると認めるときは、広告物の表示又は掲出物件の設置（前条

の規定に基づく条例によりその表示又は設置が禁止されているものを除く。）について、都道府県知事

の許可を受けなければならないとすることその他必要な制限をすることができる。  

 

（広告物の表示の方法等の基準）  

第五条 前条に規定するもののほか、都道府県は、良好な景観を形成し、若しくは風致を維持し、又は公

衆に対する危害を防止するために必要があると認めるときは、条例で、広告物（第三条の規定に基づく

条例によりその表示が禁止されているものを除く。）の形状、面積、色彩、意匠その他表示の方法の基

準若しくは掲出物件（同条の規定に基づく条例によりその設置が禁止されているものを除く。）の形状

その他設置の方法の基準又はこれらの維持の方法の基準を定めることができる。  

 

（景観計画との関係）  

第六条 景観法第八条第一項の景観計画に広告物の表示及び掲出物件の設置に関する行為の制限に関す

る事項が定められた場合においては、当該景観計画を策定した景観行政団体（同法第七条第一項 の景

観行政団体をいう。以下同じ。）の前三条の規定に基づく条例は、当該景観計画に即して定めるものと

する。  

 

   第三章 監督  

（違反に対する措置）  

第七条 都道府県知事は、条例で定めるところにより、第三条から第五条までの規定に基づく条例に違反

した広告物を表示し、若しくは当該条例に違反した掲出物件を設置し、又はこれらを管理する者に対し、

これらの表示若しくは設置の停止を命じ、又は相当の期限を定め、これらの除却その他良好な景観を形

成し、若しくは風致を維持し、又は公衆に対する危害を防止するために必要な措置を命ずることができ

る。  

２ 都道府県知事は、前項の規定による措置を命じようとする場合において、当該広告物を表示し、若し

くは当該掲出物件を設置し、又はこれらを管理する者を過失がなくて確知することができないときは、

これらの措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。ただし、掲

出物件を除却する場合においては、条例で定めるところにより、相当の期限を定め、これを除却すべき

旨及びその期限までに除却しないときは、自ら又はその命じた者若しくは委任した者が除却する旨を公

告しなければならない。  

３ 都道府県知事は、第一項の規定による措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措

置を履行しないとき、履行しても十分でないとき、又は履行しても同項の期限までに完了する見込みが

ないときは、行政代執行法 （昭和二十三年法律第四十三号）第三条 から第六条 までに定めるところ

に従い、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせ、その費用を義務者から

徴収することができる。  

４ 都道府県知事は、第三条から第五条までの規定に基づく条例（以下この項において「条例」という。）

に違反した広告物又は掲出物件が、貼り紙、貼り札等（容易に取り外すことができる状態で工作物等に

取り付けられている貼り札その他これに類する広告物をいう。以下この項において同じ。）、広告旗（容

易に移動させることができる状態で立てられ、又は容易に取り外すことができる状態で工作物等に取り

付けられている広告の用に供する旗（これを支える台を含む。）をいう。以下この項において同じ。）

又は立看板等（容易に移動させることができる状態で立てられ、又は工作物等に立て掛けられている立
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看板その他これに類する広告物又は掲出物件（これらを支える台を含む。）をいう。以下この項におい

て同じ。）であるときは、その違反に係る貼り紙、貼り札等、広告旗又は立看板等を自ら除却し、又は

その命じた者若しくは委任した者に除却させることができる。ただし、貼り紙にあつては第一号に、貼

り札等、広告旗又は立看板等にあつては次の各号のいずれにも該当する場合に限る。  

一 条例で定める都道府県知事の許可を受けなければならない場合に明らかに該当すると認められる

にもかかわらずその許可を受けないで表示され又は設置されているとき、条例に適用を除外する規定

が定められている場合にあつては当該規定に明らかに該当しないと認められるにもかかわらず禁止

された場所に表示され又は設置されているとき、その他条例に明らかに違反して表示され又は設置さ

れていると認められるとき。  

二 管理されずに放置されていることが明らかなとき。  

 

（除却した広告物等の保管、売却又は廃棄）  

第八条 都道府県知事は、前条第二項又は第四項の規定により広告物又は掲出物件を除却し、又は除却さ

せたときは、当該広告物又は掲出物件を保管しなければならない。ただし、除却し、又は除却させた広

告物が貼り紙である場合は、この限りでない。  

２ 都道府県知事は、前項の規定により広告物又は掲出物件を保管したときは、当該広告物又は掲出物件

の所有者、占有者その他当該広告物又は掲出物件について権原を有する者（以下この条において「所有

者等」という。）に対し当該広告物又は掲出物件を返還するため、条例で定めるところにより、条例で

定める事項を公示しなければならない。  

３ 都道府県知事は、第一項の規定により保管した広告物若しくは掲出物件が滅失し、若しくは破損する

おそれがあるとき、又は前項の規定による公示の日から次の各号に掲げる広告物若しくは掲出物件の区

分に従い当該各号に定める期間を経過してもなお当該広告物若しくは掲出物件を返還することができ

ない場合において、条例で定めるところにより評価した当該広告物若しくは掲出物件の価額に比し、そ

の保管に不相当な費用若しくは手数を要するときは、条例で定めるところにより、当該広告物又は掲出

物件を売却し、その売却した代金を保管することができる。  

一 前条第四項の規定により除却された広告物 二日以上で条例で定める期間  

二 特に貴重な広告物又は掲出物件 三月以上で条例で定める期間  

三 前二号に掲げる広告物又は掲出物件以外の広告物又は掲出物件 二週間以上で条例で定める期間  

４ 都道府県知事は、前項に規定する広告物又は掲出物件の価額が著しく低い場合において、同項の規定

による広告物又は掲出物件の売却につき買受人がないとき、又は売却しても買受人がないことが明らか

であるときは、当該広告物又は掲出物件を廃棄することができる。  

５ 第三項の規定により売却した代金は、売却に要した費用に充てることができる。  

６ 前条第二項及び第四項並びに第一項から第三項までに規定する広告物又は掲出物件の除却、保管、売

却、公示その他の措置に要した費用は、当該広告物又は掲出物件の返還を受けるべき広告物又は掲出物

件の所有者等（前条第二項に規定する措置を命ずべき者を含む。）に負担させることができる。  

７ 第二項の規定による公示の日から起算して六月を経過してもなお第一項の規定により保管した広告

物又は掲出物件（第三項の規定により売却した代金を含む。以下この項において同じ。）を返還するこ

とができないときは、当該広告物又は掲出物件の所有権は、当該広告物又は掲出物件を保管する都道府

県に帰属する。  

 

   第四章 屋外広告業  

    第一節 屋外広告業の登録等  

（屋外広告業の登録）  

第九条 都道府県は、条例で定めるところにより、その区域内において屋外広告業を営もうとする者は都

道府県知事の登録を受けなければならないものとすることができる。  

 

第十条 都道府県は、前条の条例には、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 登録の有効期間に関する事項  

二 登録の要件に関する事項  
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三 業務主任者の選任に関する事項  

四 登録の取消し又は営業の全部若しくは一部の停止に関する事項  

五 その他登録制度に関し必要な事項  

２ 前条の条例は、前項第一号から第四号までに掲げる事項について、次に掲げる基準に従つて定めなけ

ればならない。  

一 前項第一号に規定する登録の有効期間は、五年であること。  

二 前項第二号に掲げる登録の要件に関する事項は、登録を受けようとする者が次のいずれかに該当す

るとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは

重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならないものとすること。 

イ 当該条例の規定により登録を取り消され、その処分のあつた日から二年を経過しない者 

ロ 屋外広告業を営む法人が当該条例の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあ

つた日前三十日以内にその役員であつた者でその処分のあつた日から二年を経過しない者 

ハ 当該条例の規定により営業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者 

ニ この法律に基づく条例又はこれに基づく処分に違反して罰金以上の刑に処せられ、その執行を終

わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者 

ホ 屋外広告業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからニ又はへ

までのいずれかに該当するもの 

ヘ 法人でその役員のうちにイからニまでのいずれかに該当する者があるもの 

ト 業務主任者を選任していない者 

三 前項第三号に掲げる業務主任者の選任に関する事項は、登録を受けようとする者にあつては営業所

ごとに次に掲げる者のうちから業務主任者となるべき者を選任するものとし、登録を受けた者にあつ

ては当該業務主任者に広告物の表示及び掲出物件の設置に係る法令の規定の遵守その他当該営業所

における業務の適正な実施を確保するため必要な業務を行わせるものとすること。 

イ 国土交通大臣の登録を受けた法人（以下「登録試験機関」という。）が広告物の表示及び掲出物

件の設置に関し必要な知識について行う試験に合格した者 

ロ 広告物の表示及び掲出物件の設置に関し必要な知識を修得させることを目的として都道府県の

行う講習会の課程を修了した者 

ハ イ又はロに掲げる者と同等以上の知識を有するものとして条例で定める者 

四 前項第四号の登録の取消し又は営業の全部若しくは一部の停止に関する事項は、登録を受けた者が

次のいずれかに該当するときは、その登録を取消し、又は六月以内の期間を定めてその営業の全部若

しくは一部の停止を命ずることができるものとすること。 

イ 不正の手段により屋外広告業の登録を受けたとき。 

ロ 第二号ロ又はニからトまでのいずれかに該当することとなつたとき。 

ハ この法律に基づく条例又はこれに基づく処分に違反したとき。 

 

（屋外広告業を営む者に対する指導、助言及び勧告）  

第十一条 都道府県知事は、条例で定めるところにより、屋外広告業を営む者に対し、良好な景観を形成

し、若しくは風致を維持し、又は公衆に対する危害を防止するために必要な指導、助言及び勧告を行う

ことができる。  

 

    第二節 登録試験機関  

第十二条～第二十五条 （略） 

 

   第五章 雑則  

（特別区の特例）  

第二十六条 この法律中都道府県知事の権限に属するものとされている事務で政令で定めるものは、特別

区においては、政令で定めるところにより特別区の長が行なうものとする。この場合においては、この

法律中都道府県知事に関する規定は、特別区の長に関する規定として特別区の長に適用があるものとす

る。  
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（大都市等の特例）  

第二十七条 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、地方自治法 

（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項 の指定都市（以下「指定都市」という。）

及び同法第二百五十二条の二十二第一項 の中核市（以下「中核市」という。）においては、政令で定

めるところにより、指定都市又は中核市（以下「指定都市等」という。）が処理するものとする。この

場合においては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都市等に関する規定として指定都市等に適

用があるものとする。  

 

（景観行政団体である市町村の特例）  

第二十八条 都道府県は、地方自治法第二百五十二条の十七の二の規定によるもののほか、第三条から第

五条まで、第七条又は第八条の規定に基づく条例の制定又は改廃に関する事務の全部又は一部を、条例

で定めるところにより、景観行政団体である市町村、地域における歴史的風致の維持及び向上に関する

法律（平成二十年法律第四十号）第七条第一項に規定する認定市町村である市町村又は都市再生特別措

置法（平成十四年法律第二十二号）第四十六条第一項に規定する都市再生整備計画に同条第二項第五号

に掲げる事項を記載した市町村（いずれも指定都市及び中核市を除く。）が処理することとすることが

できる。この場合においては、都道府県知事は、あらかじめ、当該市町村の長に協議しなければならな

い。  

 

（適用上の注意）  

第二十九条 この法律及びこの法律の規定に基づく条例の適用に当たつては、国民の政治活動の自由その

他国民の基本的人権を不当に侵害しないように留意しなければならない。  

 

   第六章 罰則  

第三十条 第十八条第一項の規定に違反した者は、一年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。  

 

第三十一条 第二十五条第二項の規定による試験事務の停止の命令に違反したときは、その違反行為をし

た登録試験機関の役員又は職員は、一年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。  

 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした登録試験機関の役員又は職員は、

三十万円以下の罰金に処する。  

一 第二十一条の規定に違反して帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載をし、又

は帳簿を保存しなかつたとき。  

二 第二十三条第一項の規定による報告を求められて、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同

項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。  

三 第二十四条第一項の規定による許可を受けないで、試験事務の全部を廃止したとき。  

 

第三十三条 第二十条第一項の規定に違反して財務諸表等を備えて置かず、財務諸表等に記載すべき事項

を記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は正当な理由がないのに同条第二項各号の規定による請求を

拒んだ者は、二十万円以下の過料に処する。  

 

第三十四条 第三条から第五条まで及び第七条第一項の規定に基づく条例には、罰金又は過料のみを科す

る規定を設けることができる。  

 

別表 


